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は　じ　め　に
　米国教育使節団は、周知のように、1946
（昭和21）年と1950（昭和25）年の2回来日
し、それぞれ報告書を作成して連合国軍最高
司令官に提出した。1946年3月30日に提出さ
れたものは『米国教育使節団報告書』（Rep。rt
of　the　United　States　Education　Mission　to
Japan）、1950年9月22日に提出されたもの
は『第二次米国教育使節団…報告書』（Report　of
the　Second　United　States　Education　Mission
to　Japan）とよばれる。
　1946年に提出されたi報告書は、戦後日本の
教育改革を方向づけたきわめて重要な文書であ
る。これまでこの報告書については、大きく二
つの受け止め方がある。一つは、戦後の教育改
革を肯定的にみる立場から、この報告書を高く
評価する見解である1）。いま一つは、この報告
書は、日本の敗戦と連合国軍の占領という状況
の中で、アメリカによって「押しつけられた」
ものであり、そこで提唱されているものはわが
国の実情に即しないと思われるものも少なくな
い、とする見解である2）。
　本稿では、1946（昭和21）年3月初旬に来
日し、約1か月間日本の教育を調査・研究して
報告書を作成した（第一次）米国教育使節団と
その報告書を教育内容・方法改革を中心として
検討することを目的とする。
1　米国教育使節団の編成
　日本は1945（昭和20＞年8月15日、敗戦と
ともに連合国軍の占領下におかれることになっ
た。連合国軍総司令部は、日本の軍国主義・極
端な国家主義教育を清算するための施策を指
令したが、新しい日本の教育の方針をつくる
ため、教育使節団の招聰を検討していた3）。総
司令部の民間情報教育局（Civil　Information
and　Education　Section、以下CIEと略す）で
は、1945年10月18日に教育課長補佐ファー
（Edward　H．　Farr）陸軍少佐からホール（Robert
K．Hall）大尉に使節団の招ilVを部内研究する
ことが命じられている。そして、ホールが中心
となって使節団招聰計画が練られ、11月10日
ダイク（1（enneth　R．　Dyke）局長の覚書として
作成された。
　そこでは、「日本の教育制度の復興に関し、
CIEと文部省に助言を与えるため、高名なアメ
リカの教育者からなる使節団を約30日間日本
に招聰する」ことが述べられている。その理由
として、日本の教育当局は外国からの助言や援
助なしには改革を成し遂げることができないこ
と、CIEもまた専門的な助言を必要としている
こと、等があげられている。そして、使飾団は
「日本における民主主義教育」「日本再教育の心
理的側面」旧本教育制度の行政的再編成」「日
本復興における高等教育」という4つの委員会
をつくることが示され、それぞれの委員会ごと
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に使節懲員候補者があげられている。また、団
長にはコナン5（J．B．　Conant）ハーバード大
学総長が予定され、使節厨は1945年12月1日
にアメリカ本国を出発し、4月の新学期までに
助言を与えることが提案されていた4｝
　ところが、この提案は、連合蟹軍最高司令官
マッカーサー（Douglas　Mac　Arthur）と副参
諜長マーシャル（Richa！’d∫．　Marshall＞よ1，承
認されなかったのである。不承認の理由は、候
糠考が特定の大学に偏っていて地理的分窃が不
ず分なこと、懸長の入選が敢治的に不適当なこ
とであった。
　CIEでは．最高首脳による不承認の決定を受
緯て繧補者の再検討を行い、大学の重複を避け、
地域バランスも考慮して候補者を選びなおした。
そしてs12月31日、最高司令窟マッカーサー
の決済を得て最終決定し、1946（昭租21）年
三鐸4日，アPt　i］力蓬軍省宛に電悟文で公式に
数糞硬簸i舞振選の要請をおこ，なったfi　｝eそこで
慧．＝チン…・羅長の本承認で訣めることができ
套喬うた懇長慧盤i蕪萎の中から選んでほしい旨
毒灘べら熱てい観また、楚套嗣はできるだけ
享く来藝し蒋3罎餓崇在して、日本の教育改革
江っ鱗て携砦Lて毒ら躰たい旨が示されている。
　アメ彗力で韓、すで鑓選務・陸・海軍の三省
調整委舞会で舞本占｛腺こお辱る役罰分握の合意
がなされ、教育綴題は蟹務省の責任でなされる
ことが決まっていた。そして、掘本への教育使
飾団派遣も陸軍省の所轄事項ではなく、国務省
の責妊でおこなうことが確認された。
　国務省では、連合国軍総司令部の教育使簾団
候補者名籍にあった30名と連絡をとり承諾の
可否を確認した。そして、ベントン（｝？IJilEiarrk
BefitOfi）国務次官補、スチュードベーヵ一（∫eltft
Stsdebaker）達邦教育局長、ボールス（（∋ordon
T．Bs“T茎es）極東課長が協議して濯長にストツ
ダード〈George　D㌧Stgd益ard＞ニューヨークナ軽
教育長寡（次期イリノイ大学舞長）を決め．ス
トッダードを中心に使節懲の入選がおこなわれ
たfiス｝・フダー｝「猛隷灘・争i諜の名簿に含まれて
いなかったが、マッカーサー長宮の承認を得る
ことができた。
　そしてs鍵務i雀駐2舞馨舞．壽…蒙会蒐をお
こない㌔ス｝ッダー罫蓉』羅一糞とする数膏｛棄霧｝
団の名徳を公表したω。団員27名のうち、総
司令部より推薦されていたものは1⑪名である。
また、国務省は、使節団が、日本教育劉度の鼻
軍事化と新しい方向づけの過程でとるべき最も
効果酌な措遣を最高司令官に勧告するようにな
ること、委員の選出に際して、連邦教育局、全
国教育団体、教育界の名士に相談したこと、成
人教育・農村教育・婦人教育・図書館・保健体
育・教育技術・教育課程・教育行政・教貝養成・
教育心理の専門家を網羅したことに言及してい
る7）。このなかには、B本でも知られた著名な
学者が多く含まれていた。
2　教育使節団の来日とCIEの対応
｛1）使簾団の来日
　ストッダー一ドを団長とする教育使節団は、日
本に出発するに先立って、ワシントンで予備会
議を開き、途中ホノルル、グアムでも会議を重
ねた。そしてi使節団は2組に分かれてグアム
を出発、3月5日と6日に空路東京に到着した。
　B本劉震後、使節翻は、精力的に活動し報告
書を作成していったのである。以下、報告書作
成に大きな影響を与えたと考えられることにつ
いて，教育内容・方法の視点からみていきたい。
（2）CIE『日本の教育』
　CIEは教育使簿団の招聡を決めた後、その
受け入れ準備に着手し、王946（昭和21）年2
月15日小紐子『日本の教育』（Education　in
Japan）を刊行した。その序文には、この冊子
が「アメリカの教育使第団の団員及び日本全国
に駐在する教育担当者の情…報の手引書として編
纂されたものである」ことが述べられているs）。
この偲子は．「まず日本の教育の歴史的変遷を
ごく簡単に述べ、1937年時点での学校制度の
i霧状はふれ、戦時中にi実施された制度の手なお
しを要絢した後．次に運合国軍最高司令官がた
てた教育の修復に関する政策と目的を掲げ、更
には．その実施に当たって占領軍当局並びに日
本庵文部省がとった処置を示す町．という構
虜垂二なrプζいる9自本の教育の歴史と現韓がコ
ンパク｝眞まとゐられ，C1建が使節団に提｛共し
凄うとした傭報の蛸イン1・を知るζとができるP
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　この冊子では教育課程ないし教育内容という
項目はないが、教科書について項目がたてられ
ている。そこでは、文部省が「教科書の編集・
認可を国家の独占のもとで行なって」きたこと、
「教育に関する諸法令には学科目標及びその科
目を教授する際の教科書の利用の方法等が詳細
に記されて」いること、「修身・日本歴史・地
理の教授については特に詳細な指示がされてい
た」ことが指摘されている1e｝。また、文部省
が教科書の印刷業者を決め、流通の取次業者や
小売店の手数料まで定めている実態も明らかに
されているll｝。国定教科書：制度による中央集
権的な教育内容行政が、日本の教育の大きな問
題点であることが十分に読み取れる。
　教育方法については、教員という項目のなか
で教授法という小項目がたてられている。そこ
ではまず、日本の学校の教授方法の大きな特徴
は、米国の学校に比べて画一的であることが述
べられている。そして、小学校では文章を読ん
だり書いたりする以前に漢字そのものを憶える
必要があり、漢字の読み書きに多くの時間が費
やされていること、上級学校の入試に合格させ
るために単に知識を詰め込むという注入主義・
暗記主義の方法になっていること、図書館や教
育上必要となる補助教材をそなえている学校は
殆どなく、「授業は国定の教科書に記されてい
る教材だけに頼る結果となって」いること、国
定の教師用香には、「各教科の教授方法が細細
と述べられており、教員は哀れにもこれに従わ
ざるを得なかった」ことが指摘されている12，。
また、日本では「教師は一個の権威であり、生
徒はただ教師を信じ従うのみであった」のであ
り、軍国主義者はこのような封建的な師弟関係
を利用したことも明らかにしている13｝。教授
方法の画一一・一主義、漢字中心主義、注入主義・暗
記主義、国定教科書中心主義、封建的な師弟関
係という日本の教育方法の特質と問題点がわか
りやすく述べられている。また、教育方法の問
題が日本の教員の問題と結びつけられて述べら
れているのも大きな特微である。
　このCIE『日本の教育』は、教育使節団が報
告書を作成する上で重要な資料となったと考え
られる。
（3）CIE教育課の講義
　CIEでは、招聰の要請において設置を依頼
した教育使節団の4つの委員会に対応させて、
1946（昭和21＞年2月15日教育課のスタッフ
を4つに編成した。各スタッフはそれぞれの分
野について調査・研究をし、教育使節団到着後
は、使節団員の相談相手となり、約1時間の講
義をするように指示された。そして、使節団が
来日すると、CIE教育課員を申心とする日本の
教育に関する一連の講義が行われたのである。
　3月12日にはバーナード（Capt　Barnard）
陸軍大尉による「日本教育における方法」
（Methodology　in　Japanese　Education）の講義
が行われている。CIE教育課員のなかでは数少
ない博士の学位をもつ教育学者でもあるバー
ナードは、日本の教育を詳細に分析し、教育方
法の特質を次の16項目において述べている14）。
①　日本の学校における教授方法はきわめて西
　　一化している。
②教科書が授業の中心で、補助教材がほとん
　　ど使用されていない。
③すべての日本の学校教育では講義形式が一
　　般的である。
④教授方法は、独創性や創造性を伸ばすより
　　教科の記憶に重点がおかれている。
⑤教師は教科により文節や言葉の説明に大半
　　の時間を費やしている。
⑥　他の教科との相互関係で教育されていない。
⑦個入的および集団的な規律が教授方法のな
　　かで重要な目的である。
⑧日本の児童は学習するように訓練され、放
　　課後も学習しなければならない。
⑨模倣や暗唱が共通の学習活動である。
⑩日本の教育においては、儀式および形式が
　　強調されるe
⑪勤労活動の教育的価値を認識することが試
　　みられている。
⑫生徒と教師の関係は、アメリカよりも形式
　　的である。
⑬生徒の個人的な差異への配慮がほとんどな
　　されていない。
⑭青少年の学校における学習活動は、画一的
　　な規制が除去されてはじめて望ましいもの
　　となりうる。
一一 Q3一
県立新潟女子短鶏大学研究紀要　第42号　2005
⑮教授方法における碁本的な実験がほとんど
　　なされていない。
⑯敗戦後若干の教師が教育方法の改善に取
　　り組んでいる。
ここには、冊子r日本の教育』をベースに、わ
が国の教育方法の特徴が詳細に、しかもわかり
易くまとめられている。
　ひき続いて、「日本の教科番」（Japan　Textbooks）
というパネル・ディスカッションが行われ、ワ
ンダリック（Comdr．　Wunderlich）海軍申佐よ
り　「教科｛聾：問題批判」　（Critique　of　Textbook
Problem）という報告がなされた15）。
　彼は、文部雀が教科害を執錐し認可する権li艮
を独占し、教科書は国家的統一、権力の発展と
いう中心釣テL－一マ1：よって支配され、教材のす
べては教育勅語を申心として編成されてきたこ
とを厳しく枇判した。そして、総司令部がポッ
ダム宣書と降伏文書の目的を成就する一環とし
て軍国主義、超国家主義、神道の教義を対象に
教科書の部分的削除を行ったことを説鴨してい
る。ワンダリックの報告も天照大神、君が代、
乃木将軍．切腹、飯沼飛行士などの具体的な教
材をあげながら日本の教科書の超国家主義的、
軍国主義的内容を説明するわかり易いものであ
る。
　こうしたCIE教育課員を中心とした講義や
パネル・ディスカッション等は、教育使節団員
が日本の教育を理解するために大いに役立った
と思われる。
3　臼本側教育家委員会
　総司令部は米国陸軍省に教育使節団派遣を
要請すると、1946（昭和21）年1月9日、「日
本教育家ノ委貝会二関スル件」（Memorandum
C。ncernlng　C。mmittee。fJapanese・Educat。rs）
という覚書を発令した。そして、この指令によっ
て、米国教育使簾団に協力することを任務とし
た南原繁東京帝大総長を委員長とする日本側教
育家委員会が設置されたIS）。委員は、「日本に
おける昆主主義教育」「日本の再教育の心理的
測面」「日本教育制度の行政的再編成」「日本復
興における高等教育」の4つの委員会に分けら
れた。
　使節団が来日すると、日本側教育家委員会と
使節団との会合がしばしばもたれた。そこで委
員会のメンバーたちは使節団員からのさまざま
な質問に答えるとともに、彼らの意見を使節団
に提案した。日本側教育家委員会はまた独自に
会議を重ね、日本側の改革案の骨子を取りまと
め、「秘密の建議書」として米国教育使節団と
日本政府に提出した。それが、「米国教育使節
団に協力すべき日本側教育委員会の報告書」で
ある。
　日本側委員会のこの報告書では、CIE　f日本
の教育』同様に教育課程ないし教育内容の項目
はなV）　；7｝。また、『日本の教育』で項目をたて
て論じられていた教科書についても、「（5）教育
方法問題に関する意見」という項目のなかでま
とめて扱われている。’
　そこではまず、「新日本の民主的国民性格の
ために、児童生徒の自主性と社会性と、そのた
めに必要な自発的能動的性格を発展強化せしむ
べき方法の研究は最も急務である」としたうえ
で、教育方法刷新のための基底観念として、次
の3つが挙げられている】s）。①教師の教育活
動は従来教科を主眼とする傾きがあり、方法上
の工夫も教え方に偏してきたが、こうした教科
本位の教育方法に対して児童本位の教育方法が
考慮されなければならない。②学校は教師が教
育を行う場であるだけでなく、児童の自己学習
活動を「充実せしめられるように施設せられた、
それ自身教育方法でなければなら」ず、児童の
「生活本位の教育法」が取られなければならな
い。③従来の教科書中心の教育では、児童の活
動は受動的にならざるを得なかったが、「学校
という自己学習の場には、自ら読書し、引用し
参照し、以て学習の実質資材とする多くの本と、
それをたよりに自学自習を促され又進められ得
る櫓導二書の二種の教科害」がなければならない。
　そして、このような基底観念に基づいてよき
教育方法を実現するために必要なこととして、
次の4つが述べられている19｝。①わが国では
教育心理学の知識が実際の教育方法に浸透して
おらず、また教育心理学の研究も実際と密着し
て行われていないので、教師の就任前教育及び
就任後再教育において教育心理学を重視するこ
と。②学校経営において児童図書館、標本各
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教科の実験設備、幻燈、映画、ラジオ等、教育
方法的施設・設備の充実をはかること。③図書
館、博物館、動物園、植物園、美術館等の学校
外社会施設と連絡を密にし、それらを「学校の
教育方法の拡張」として、組織的に活用するこ
と。④児童の自主的社会的性格の発展をはかる
ために、「合同作業、グループによる共同学習、
討論による相互研究、自治的集団活動等の教育
方法」を採用すること。
　また、「正しい教育法の実現に対する障碍の
除去」として、次の5つが挙げられている20｝。
①新しい教育方法は児童の個々の活動を基礎と
すべきであるので、60を超えるような学級児
童数は改善されなければならないこと。②児童
そのものの生活発展を主目標とする時、学校に
より、年度により、児童個々により、その進展
と実質は同一ではあり得ず、画一一な教科課程を
改めることが必要なこと。③試験による成績順
位及び入学資格の決定ほど、「児童の生活性発
展の真教育法を妨害」するものはなく、撤廃さ
れなければならないこと。④新しい方法の「教
育科学的用意」が必要であり、教育方法に理解
のない者は教師の資格がないこと。⑤新しい教
育の方法は「発刺たる教師の精力によってのみ
実現」することができるので、わが国の教師の
過労状態を改めることが必要であること。
　この日本側教育家委員会の報告書には、CIE
『日本の教育』やCIE教育課貝のパネル・ディ
スカッション報告におけるような文部省による
教育内容の国家統制に対する厳しい批判はみら
れない。また、教育勅語を中心とした教科書や
教材の内容に対する批判もない。それどころか、
この報告書の冒頭には「教育勅語に関する意見」
として「従来の教育勅語は天地の公道を示され
しものとして決して誤りにはあらざる21）」こ
とが述べられている。そして、そうした認識に
たって「教育方法刷新」を提唱しているのであ
る。それは、教育内容と切り離された方法の改
革ということができる。戦前日本の教師は教育
内容の厳しい国家統制の下、授業で所与の内容
を伝達・注入する技術屋にすぎなかった・その
ような教育内容行政や教育内容の中味そのもの
に対する厳しい問い直しがなされない教育方法
改革によっては、教師は教育実践の主体となり
えなレ㌔日本側教育家委員会の報告書のこうし
た問題は、教育内容はつねに国家が決めるもの
というそれまでの日本教育の歴史の表れでもあ
る。
　この日本側教育家委員会の報告書がいつ完成
し提出されたかは、重要である。報告書に明確
な日付がないために、これまで2月説、4月上
旬説等があった22）。土持ゲーリー法一は「r報
告書』の原案は使節団来日前に準備され、個別
の意見書として使節団との会合のなかで提出さ
れ、使節団の帰国後の4月上旬に日本側の『報
告書』としてまとめられたものZl）」と捉えて
いる。土持説に従えぱ、日本側の使節団への教
育内容・方法改革への提案もこの報告書にそっ
た内容で行われたものであろう。
4　米国教育使節団報告書
｛1）報告書の構成と特徴
　米国教育使節団は、来日後精力的に活動し、
さまざまな情報を収集しながら報告書を作成し
た。そして，1946（昭和21）年3月30H、ストッ
ダード団長より連合国軍総司令部に米国教育使
節団報告書が提出された。総司令官マッカー
サー元帥は自らの声明をつけてこれを4月7日
に公表した。
　米国教育使節団報告書は、次のような構成に
なっている。
　　前がき　序論
　　第1章　日本の教育の目的及び内容
　　第2：章　国語の改革
　　第3章初等及び中等学校の教育行政
　　第4章　教授法と教師養成教育
　　第5章　成入教育
　　第6章　高等教育
　　本報告の要旨
　全体の構成の特徴は、CIE『日本の教育』や
日本側教育家委員会報告書と比較して、教育の
内容を明示した章が「第1章　日本の教育の目
的及び内容」として立てられていることである。
しかも、この第1章は、教育の目的、学科課程、
教科書、修身と倫理、歴史と地理、保健教育と
体育、保健教育、体育、職業教育、結論の項目
からなっており、報告書全体の申心部分をしめ
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ている。教育方法については、第1章でもふれ
られているが、「第4章　教授法と教師養成教
育」で述べられている。教授法と教員の問題を
関連させて取り上げているのは、CIE細本の
教育」と似ている。
　使節団報告書は、序論でまず、r我々は、征
服者の精神を持って来朝したのではなく、すべ
ての入間には、自由を求め更に個人的並びに祉
会紛発展を求める測り知れないカがひそんでい
ることを確信する教育経験者として、来朝し
た」と膚らの立場を明らかにし、「日本人の民
童主義酌可能性に信を置かず、彼らが健全な文
化を再建する能力のあることを信じなかったな
ら、我々はこの国にやって来なかった」と述べ
ている2“1）。そして、「自由主義」と「民主政治」
の意義を明らかにし、次のように述べている。
　「教師の最善の能力は、自由の空気の中にお
　いてのみ十分に現わされるoこの空気をっく
　り出すことが行政官の仕事なのであって、そ
　の反対の空気をつくることではない。子供の
　持つ測り知れない資質は、自由主義といふ日
　光の下においてのみ豊かな実を結ぶものであ
　る。この自由主義の光を与えることが教師の
　仕事なのであって、その反対のものを与える
　ことではない。25｝j
ここには、日本人自らの教育再建を援助するた
めに作成したというこの使節団報告書の基本理
念がわかり易く述べられている。
｛2）教育の目的と内容
　1）第1章では前文でまず、「日本の教育にお
けるカリキュラム、学科課程、教授法、並びに
教科書の建て直しは、戦前の日本の教育制度に
照し合わせて、また自由民主的な政治形態を採
用すべき機会が現在日本入に与えられているこ
とと照し合せて考えられるべきである」とした
うえで、「B本の教育制麦は、その組織とカリ
キュラムの規定とにおいて、たとえ過激な国家
主義、軍国主義がこの中に注入されなかったと
しても、近代の教育理論に従って、当然改正さ
れるべきであった」と述べている：E）。そして、
改正されなければならない問題として、使簾団
報告書は、①「大衆と少数の特権階級とに対し
て別々な型の教育を用慧して、高度に中央集権
化された」学校制度、②「教授の各水準におい
て、吸収されるべき一定の知識があるものと断
定し、生徒の能力や関心の穰違を無視する傾が
あった」授業、③槻定、教科書、試験、視察
等によって、教師が職業上の自由を活用する機
会を少くした」教育行政、の3つをあげている
27｝。そして、こうした問題の結果、「社会の各
層にひそんでいる、多くの才幹と能力の一大貯
蔵所をギセイに僕してしまった」としているza）。
ここには、日本の教育改革の必要牲を．国家主
義・軍国主義から自由主義・民主主義への転換
というイデオロギー次元の問題としてだけでな
く、教育そのものの理論から説いていくという
教育の専門家としての使節団の特性がよくあら
われている。
　2）「教育の目的jの項自では、日本教育の再
建のためには「民主政体における教育哲学の基
礎」が明らかにされなくてはならないとし、r民
主政治下の生活のための教育鋼度は、個入の働
値と尊厳を認めること」が基本となると説かれ
ている29）。そして、民主政治における教育は、「個
入を、社会の責任ある協力的成員たらしめるよ
う準備すべき」であり、「各人の能力と適性に
従って、教育の機会を与える」こと、教育内容・
方法によって「研究の自由と、批判的に分析す
る能力の訓練とを助成する」ことが必要である。
これまでのH本のように、r学校の仕事が、規
定された学科課程と、各教科目毎に認定された
ただ一冊の教科書とに制隈されていた」のでは、
これらの目的は実現できないし、「民主政治に
おける教育の成功は、画一と標準化を以ってし
ては測られない」のである3e｝。では、日本の
教育を再建するためにはどうしたらよいか。
　使簾団報告書はまず、中央集権的画一・的な教
育内容行政を改め、「中央宮庁は教授の内容や
方法、または教科書を規定すべきではなく、こ
の領域におけるその活動を概要書、参考書、教
授指導書等の墨版に限定すべきである」と勧告
する31｝。これまでの日本では、「教育は天降り
式に組織され、その本質釣な特徴は官憲主義」
であったが、新しい教育は「出発点は掴入」で
なければならないのである。そして、次のよう
に述べている、
　「教師がその専胃の仕事に対して適当に準鱗
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　ができさえすれば、教授の内容と方法を、種々
　な環境にある彼等の生徒の必要と能力並びに
　彼等が将来参加すべき社会に適応せしめるこ
　とは、教師の自由に委せられるべきである。32｝」
中央集権的な教育内容行政に対する厳しい批判
はCIE『日本の教育』等にもみられたが、使節
団報告書は単なる批判にとどまらず、さらにふ
みこんであるべき方向を明示している。それは、
教育内容・方法における中央官庁の権限の限定
と教師の自由という画期的なものである6
　報告書は日本教育再建のためにはまた、「両
親、生徒、教師の心を先づ第1に占めていた、
従来の試験及第第一主義を改めなければなら
ぬ」と勧告する33）。それは、受験準備に支配
されている教育制度が、①「形式的になり、極
まりきった型のものになる」こと、②「服従し
ておればよいという気持を教師や生徒に起させ
る」こと、③「研究の自由と批判的判断の自由
を奪って…狭い範囲の官僚主義のために、当局
者の意のままに操縦されることになる」こと、
④「ごまかしや不正行為をやらせたり、一若しく
は健廉を害して失敗に終らせたりするような、
異常な競争心を産み出す1ことからである3S）。
　CIE『日本の教育』や日本側教育家委員会報
告書等にも受験準備の教育や試験第一主義の教
育に対する批判はみられたが、それはどちらか
というと、注入主義・暗記主義の教育をつくり
出しているという教育方法次元での批判にとど
まっていた。使節団報告書は、「従来の試験及
第第一主義」の教育を批判的精神を奮い当局者．
の意のままになる入材の育成と結びつけて捉え
ている。すなわち、国家による間接的統制とし
て捉えているのである。したがって、教育内容
行政を転換し国家の直接的統制を排除したとし
ても、「従来の試験及第第一主義」が継続され
るならば、民主政体を担う自立した個人を育成
することはできないというのが使節団報告書の
論理である。それは、単なる方法次元の問題で
はなく、教育の目的と深くかかわる問題なので
ある。
　3）カリキュラムに関しては、使節団報告書
では、民主政体における教育の目的を達成する
ためには従来の「カリキュラム並びに学科課程
を立案する」方法は転換されねばならないとし
て、次のように述べられている。
　「良い課程は単に知識のために知識を伝える
　目的を以て工夫されるはずがない。それは先
　づ生徒の興味から出発して、生徒にその意味
　がわかる内容によって、その興味を拡大充実
　するものでなければならない。35｝」
すなわち、国家によって決定された知識の教授
から、子どもの興味を出発点とするカリキュラ
ムへの転換である。
　では、このような「カリキュラム並びに学科
課程を形成する際の、中央官庁即ち文部省の役
割」は何か。使節団報告書は、「それは指導と
刺激と奨励の機能を行う」ことであるとする。
そして、文部省が「教師用参考書を発行するこ
とは、それらが指導と参考の性質を持つもので
あるならば、続けられるべき」であ駄「カリキュ
ラムと学科課程はかくして中央官庁と教師の協
力行動の結果として生ずるものである」と提言
している36）。
　教科書については、使節団報告書は、　CIE『日
本の教育』のように文部省による国家独占を批
判するだけでなく、「教師は教科書の作成にも
選定にも十分相談に与つていない」ことを問題
にしている。そして、①「教科書の作成並びに
出版も一般競争に委ねられるべきである」こと、
②「教科書の選定は一定の地域から出た教師の
委貝会によっておこなわれるべきである」こと
を勧告している37）。
　このように使節団報告書は、従来の日本の教
育に対する批判だけでなく、民主政体の教育目
的に基づいて、教育内容行政のあり方、カリキュ
ラムや教科書等のあるべき方向を明示している
のである。
（3）教授法
　使節団報告書は第4章で、「旧制度の影響が
授業の実際において明自に示されているのを
我々は見た」といって、次のように述べている。
　「教師達は何を教えるべきかまた如何に教え
　るべきかを厳密に命ぜられているのである。
　授業は全体的に見て、形式的で極まりきった
　型のものであった。指令された内容と形式か
　ら少しも外れないように、視学官達は印刷せ
　られた教授要旨が厳重に守られているのを見
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　届ける義務を負わされていた。このような制
　度は狂人的拘束服の中に授梁を押し込める効
　果を持っている。・zz）」
使節団の入々は来日後、日本の学校を視察して
このように感じたのであろう。そして、このよ
うな授梁の実際は「良識ある日本入によって厳
しく批三囲されている」し、「あらゆる不利な条
件の下にあるにもかかわらず、その授業振りに
郭…僧な美事な柔軟性を持たせ得た教師達」がい
ることも記している鋤。
　このような認識にたって報告書は、「優れた
授業の実施とは、所期の目的を最も効果的に達
成するものである」とし、「学校の計画案のあ
る部分は、直接教授の方法及び学習状態の教師
による管理をふくむべきである」とする。それ
は、「熟達した立派に教育された教師は、彼の
技術のMH・一・L部として、採るべき方法を判断するこ
とができる」からである。
　報告書はまた、一般的にみて「人数の少い学
級、設備の整った実験室、図書室、体操場、運
動場及び特別教室」があれば望ましい授業がな
されるであろうし、rラジオ、蓄音機、映写機
などはしばしば有用である」とするω。そして、
教師に自由が与えられているならば、ギ生徒の
学習を豊かにするために、学校の外部の多くの
施設を利用する」ので、「農場、工場、事務所、
図書館、博物館及び病院等は教育上の好機会を
供給する」としている41）。
　このような少人数学級の奨励、学校内施設・
設備の充実、学校外施設の活用は日本側教育家
委員会の報告書の指摘と似ているが、それが教
師の自由と結びつけて説かれているところに使
節団報告書の特徴がある。
　このようなことをふまえて使節団報告書は、
次のように述べている。
　「民主主義教育は、生徒の個人差を認識する
　こと、個人の可能力の発達に力点をおくこと．
　及び社会的な集団に気持よく効果的に参加す
　ることを究極の目的とすること等によって、
　特色イ寸けられるe－12｝」
「個人差」について報告書は、民主的な学校で
は生徒のそれぞれに異なる卸的能力に応じて
「教材握供の範囲を拡げ」るべきであるし、生
徒の異なった興味に合うように「教案を調整」
する必要がある。しかし、「生徒の間にある宗教、
人種及び社会上の身分等のような相違は、民主
主義の学校では盗然無視されてよい」し、男女
の「智能上の差異は、少年少女が同じ教室内で
教育されているところでは、事実上存在しない」
とする43）。
　「個人の発達」については、「教師が語り生徒
が聴き、そして彼等が話されたことを単に言い
返すだけの空気は、生徒の発達をうながす上に
効果がない。生徒達が理性に照してかつ可能な
結果または実際の結果を以て解答を吟味しなが
ら、質問を発したり、色々な原因を調べたり、
その意見を集団の批判に供したりすることがで
きない隈りは、発意と独創とはおさえられてし
まう」と述べている44〕。
　「社会への参加」については、「民主主義的な
態度は民主主義的な行動の経験を通じて学ばれ
なくてはならぬ」とした上で、「民主政治にお
ける集団生活へ参加するための訓練には・集団
討議の過程や指導者の選定や、指導者たること
の実習や種々異った意見を受けいれる寛容な態
度などを経験する必要がある」と述べているe
また、CIE『日本の教育」で批判された封建的
な師弟関係にかわって、「形式張らぬ生徒対教
師の関係」を提言している45）。
　このようにみてくると、使節団報告書におけ
る教授法の問題は、単なる方法・技術だけの問
題としてではなく、民主政体における教育の目
的と深く結びついていることがわかる。それは、
「理解力に富み、責任を重んじ、またよく他人
と協力する社会の一員」として、各個人に「で
きる限りの十分な発達をうながす」ようにする
ことである。使節団報告書は、本報告の要旨で
次のようにまとめている、「新しい教育の目的
を達成するためには、つめこみ主義、画一主義、
及び忠孝のような上長への服従に重点を遣く教
授法は改められ、各自に思考の独立、個性の発
展、及び民主的公民としての権利と責任とを、
助長するようにすべきである樹」と。
結 ぴ
　米国教育使節団報告書の前がきには、「総司
令部民間情報教育局の幹部は、多くの情報を手
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ぎはよく編成して提供して」くれたこと、日本
側教育家委員会の「援助は非常に貴重であった」
ことが記されている一t7）。このように教育使節
団が報告書を作成するうえで、CIEが提供する
情報や日本側委員との協議は有益であったと考
えられる。しかし、使節団報告書には、C工E『日
本の教育』や日本側教育家委員会報告書等には
みられない重要な提言があった。そうした視点
から使節団報告書の教育内容・方法改革に関す
る提言の特質を整理して結びとしたい。
　第1に、使節団…報告書は、CIE『日本の教育』
等と同様、従来の日本の教育の問題点を指摘し、
改革の必要性を述べている。しかし、それは、
日本の教育からの軍国主義・極端な国家主義の
排除という「消極的な面」の改革ではなく、「近
代の教育の理論」に基づいて日本の教育の問題
点を明らかにし、改革方針を提言するという積
極的なものである。それは、GHQの四大指令
等によって「既に大地の地均しを終っている」
という使節団の現状認識によるものであるだけ
でなく、教育専門家集団としての「学識」によっ
ていると考えられるdS）。
　第2に、使節団報告書には、C工E『日本の教
育』や日本側教育家委員会報告書になかった教
育の内容を明示する章が、教育の目的と結びつ
けられて立てられている。そこでは、「個人の
価値と尊厳を認めること」が民主政体における
教育の基本であるということが示され、それに
基づいて日本の教育内容行政や「試験及第第一
主義」の教育の問題が国家による直接的・間接
的統制という視点から明らかにされている。そ
して、個人を出発点とした教育改革の基本的方
針が示されている。
　第3に、教育使節団の勧告は、「中央官庁は
教授の内容や方法、または教科書を規定すべき
でなく、この領域におけるその活動を概要書、
参考書、教授指導書等の出版に限定すべきであ」
り、「教授の内容と方法」は究極的には「教師
の自由に委せられるべきである」とする画期的
なものである。また、カリキュラムについては、
知識の教授中心のものから、子どもの興味を出
発点とし「その興味を拡大充実する」ものへ転
換することが説かれている。教科書についても、
一般競争による作成と出版、一定の地域から選
出された教師の委員会による選定が提言されて
いる。
　第4に、使節団報告書では、教育方法も教育
の目的や内容との関連で考えられている。そし
て、民主政体における教育の目的を達成するた
めに、「つめこみ主義、画一主義、及び忠孝の
ような上長への服従に重点を置く教授法」が批
判され、「思考の独立、個性の発展、及び民主
的公民としての権利と責任とを、助長すべき」
方法が勧告されている。特に、「民主主義的な
態度は民主主義的な行動の経験を通じて学ばれ
なくてはならぬ」として、社会的生活への参加
が奨励されるとともに、民主的な師弟関係の構
築が説かれている。
　このように米国教育使節団報告書の教育内
容・方法改革の勧告は、民主政体における教育
の目的から導き出された具体的で、画期的なも
のであった。マッカーサー元帥は、この使節団
報告書を高く評価するという自らの声明をつけ
て公表した。その結果、この報告書は、戦後日
本の教育改革を方向づける重要な文書となった
のである。
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